
 

 

 

所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援 

 

９８百万円【新規】 

 

人口減少、高齢化の進展等を背景に所有者不明土地が増加していることに鑑み、

本年 6 月「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」が成立した。 

同法の積極的な活用を図るため、地域の課題に即した実務的な権利者探索の手引

きの作成や、新たに創設された地域福利増進事業に係る先進的な取組への支援とノ

ウハウの他地域への普及を促進する。加えて、空き地関連情報の外部提供による有

効活用・適正管理の促進に向けたマニュアル等の作成を進める。 

これらの地域支援を通じて、所有者不明土地の利用の円滑化と適切な管理を促進

する。 

 

＜内 容＞ 

○ 所有者不明土地法の円滑な運用、積極的な活用のため、権利者探索の経験の浅い実務

者向けの平易な手引書の作成や、地域福利増進事業に係る先進的な取組を支援しなが

ら事業手法の他地域への普及を促進。 

○ 管理不全の空き地関連情報の外部提供による有効活用、適切な管理の促進方策等につ

いての運用マニュアル等を作成、取組の普及を促進。 

○ 市町村等のニーズを踏まえながら、権利者探索等の土地関係業務に関する講習会等を

全国で開催するなど、きめ細やかに市町村を支援。 

 

 

用地取得に関する市町村からの要望

①技術的支援

②人的支援
③現行制度の改善・

所有者探索の円滑化

④財政的支援

⑤その他

※ 市町村アンケート調査(H29.8)より

平成28年度地籍調査における所有者不明土地

・不動産登記簿上で所有者の所在が確認できない土地
の割合（所有者不明土地の外縁）

・探索の結果、最終的に所有者の所在が不明な土地
（最狭義の所有者不明土地）

： 約20％

： 0.41％

直轄事業の用地取得業務において
あい路案件となっている要因

約２倍

ポケットパーク（公園）
適切に管理されていない
所有者不明土地（イメージ）

（出典）杉並区

○市町村等職員にわかりやすい「権利者
探索の手引き」を作成

○所有者不明土地が増加する中、公共事業をはじめとする
円滑な利用に支障

○地域福利増進事業の先進的取組を支援し、普及を促進

○管理不全の空き地の有効活用・適正管理の促進に向け、
関連情報の外部提供等に関する運用マニュアル等を作成

○地方協議会※の活動として、権利者探索等の土地関係業務に関する講習会等を全国で開催
※ 所有者不明土地法の円滑な施行等のため地方整備局毎に設置。法務局、都道府県や関連する士業団体等から構成。
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所有者不明土地等対策の推進のための基本方針（平成30年６月１日所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議）（抜粋）
「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法案」（略）の成立後、速やかに、政省令、ガイドラインの整備等を進め、新制度の普及啓発を図るとともに、新制度
や長期相続登記未了土地の解消事業など必要な事業推進のため、組織・定員を含めた体制の強化や予算要求、税制改正要望を検討する。

地域福利増進事業に係る特例措置の創設（所得税・法人税・個人住民税・法人住民税・事業税・固定資産税・都市計画税）

地域福利増進事業を通じた土地の有効活用を促すため、地域福利増進事業の用に供する土地・建物に係る固定資産税等を軽減する特例
措置及び地域福利増進事業の用に供するために土地を譲渡した者の譲渡所得の特別控除を創設する。

施策の背景

要望の概要

○人口減少・高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方から都市等への人口移動を背景とした土地の所有意識の希薄化等により、 所有者不
明土地が全国的に増加し、公共事業の推進等の様々な場面において、所有者の特定等のため多大なコストを要するなど、円滑な事業実施への支障
となっている。

○第196回国会で成立した「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」では、一定の所有者不明土地について、都道府県知事による事業
の公益性等の確認を経て、当該土地に使用権（上限10年）を設定し、公園、広場、購買施設等として利用する「地域福利増進事業」を創設しており、地
域福利増進事業を通じた土地の有効活用を促進するため、税制支援が必要。

特例措置の内容

要 望
○上記①、②について、特例措置を創設する。（①については恒久措置、②については３年間（平成31年４月１日～平成34年３月31日））

地域福利増進事業のイメージ

①事業者に土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除
【所得税・法人税等】 課税標準から1,500万円を控除

②地域福利増進事業の用に供する土地・建物に係る固定資産税等の課税標準の特例措置
【固定資産税・都市計画税】 課税標準を２／３に軽減

所有者
不明土地

隣地

土地等を譲渡した場合、譲渡所得について特別控除

事業区域内の土地・建物の固定資産税等を軽減

事業区域

平成28年度地籍調査における
所有者不明土地

・不動産登記簿上で所有者の所
在が確認できない土地の割合
（所有者不明土地の外縁）

・探索の結果、最終的に所有者
の所在が不明な土地
（最狭義の所有者不明土地）

： 約 20％

： 0.41％

所有者不明土地
※共有者の一部が不明なもの
を含む。 使用権を設定し

周辺の土地と
合わせて活用

使用権を設定

（出典）杉並区 （出典）農研機構 広島県ポケットパーク（公園） 直売所（購買施設）


